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序　　　　　文

国際協力事業団は、インドネシア共和国政府から技術協力の要請を受け、平成 10 年 7 月 1 日か

ら同国において、インドネシア生物多様性保全計画フェーズ 2 を 5 年間実施してきました。

このたび、当事業団は、本計画の協力実績の把握及び評価を行い、今後、両国が取るべき措置

を両国政府に提言することを目的として平成 14 年 10 月 6 日から 11 月 1 日まで、当事業団森林・

自然環境協力部部長 宮川 秀樹を団長とする評価調査団を同国に派遣しました。

調査団は、インドネシア共和国政府関係者と共同で現地調査を実施し、成果の確認を行い、合

同評価リポートについて両国の合意を得ました。また、調査団は帰国後、国内作業を経て調査結

果を本報告書に取りまとめました。

この報告書が今後の協力の更なる発展の指針となるとともに、本計画により達成された成果が

同国の発展に資することを期待いたします。

終わりに、プロジェクトの実施にご協力とご支援を賜りました両国関係者の皆様に心から感謝

の意を表します。

平成 15 年 1 月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国際協力事業団　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 理事　鈴木　信毅
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第 1 章　終了時評価調査の概要

1 － 1　プロジェクトの経緯

「インドネシア生物多様性保全計画フェーズ 2」は日米援助協調から始まる一連の国際協力事業

団（JICA）の協力（無償資金協力、本プロジェクトフェーズ 1 等）を受けて開始された。以下に日

米援助協調から始まる一連の協力概要をまとめる。

1 － 1 － 1　日本の協力までの経緯

インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）政府は、1991 年にインドネシア生物多

様性行動計画（The Biodiversity Action Plan for Indonesia：BAPI）を制定し、生物多様性保

全のための自然環境保護を提唱している。一方、日米両国政府は 1992 年に「日米グローバル・

パートナーシップ・アクションプラン」を発表し、そのなかで日米環境共同協力事業として開発

途上国における自然資源の管理と保全のための事業が謳われ、インドネシアが対象国に選ばれ

た。その後 1993 年には、両政府は地球環境保全など地球的展望に立った協力のための共通課題

に取り組むため「日米コモンアジェンダ」を打ち出した。このような状況の下、米国政府は「イ

ンドネシア生物多様性基金（Indonesia Biodiversity Foundation：YAYASAN-KEHATI）」を通

してNGO 支援を実施し、財団の運営支援を行い、一方日本政府は無償資金協力によるインドネ

シア科学院（Indonesian Ins t i tu te  of  Science：LIPI）生物学開発研究センター動物部施設

（Research and Development Center for Biology：RDCB）等の整備、及びプロジェクト方式技

術協力「インドネシア生物多様性保全計画」による技術協力を実施し、政府機関を強化すること

になった。

1 － 1 － 2　無償資金協力

無償資金協力は、1995 年 1 月に生物多様性保全計画（Biodiversity Conservation Project：

BCP）基本設計調査団派遣、同年 5 月には生物多様性保全計画基本設計調査のR ／D 署名を経、

10 月には無償資金協力の交換公文が交わされ、1997 年には引き渡しが行われた。主要施設、主

要機材の概要は以下のとおりである。

（1）インドネシア科学院（LIPI）生物学開発研究センター動物部施設（RCB）（8,209m2）

標本の適正な収集、整理、加工、処理、保全を行う施設。動物学及び植物学の分野におけ

る生物多様性の情報を本施設内の生物多様性情報センター（Biology Information Center：

BIC）において管理運用を行い、その情報を未解明標本の同定、希少種の保存等、様々な目

的に利用すること、及び研究者の科学的能力を分類学上、その他の生物学上の特定の研究
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分野において高めることを目的としている。

（2）林業省自然保護総局（Directorate General for Forest Protection and Nature Conservation：

PHKA）グヌン・ハリムン国立公園（Gnung Halimun National Park：GHNP）管理事務

所（725m2）

GHNP はジャワ島において広い範囲にわたる熱帯雨林を有し、いくつかの絶滅の危機に

瀕した種とジャワ島独特の植物群と動物群を含む高い生物多様性をもつ。同管理事務所は、

公園の不法占拠、密猟、金の不法採掘等の問題解決のため、公園管理を強化し、公園管理人

の訓練、保全にかかわる機能を有する施設。

（3）林業省自然保護総局（PHKA）グヌン・ハリムン国立公園（GHNP）リサーチセンター（287m2）

GHNP 内の生物多様性に関する種の保存、目録等の製作のための研究活動の場として

フィールドワークの拠点としての機能を有する施設。

（4）林業省自然保護総局（PHKA）自然環境保全情報センター（Nature Conservation Informa-

tion Center：NCIC）（371m2）

公園管理・調査へのコンピューター利用の普及と、GHNP をはじめとする国立公園の自

然・社会条件に関するデータベース、動植物の保護対象種に関するデータベース野作成、管

理、運営を行う。LIPI 及び PHKA との間で生物多様性に関するデータベースを基に効果的

な情報の交換及び利用を行う。

1 － 1 － 3　生物多様性保全計画プロジェクトフェーズ 1

以上を受け、JICA は「インドネシア生物多様性保全計画」の実施に至った。2 段階に分けて協

力を行う計画が打ち出され、第 1 段階として 1995 年 7 月から 1998 年 6 月 30 日までの 3 年間、

「生物多様性保全計画フェーズ 1」の協力が実施された。協力は、生息域外保全（ex-situ）と生息

域内保全（in-situ）で行われ、将来に向けての利用可能な生物多様性情報の基盤整備を行うとと

もにフィールドにおける生物多様性の調査や保全・利用を実践し、両者の活動の連携と交流が

行われることをめざすとされた。終了時評価時点で整理・作成されたプロジェクト・デザイン・

マトリックス（PDM）によるプロジェクト要約は以下のとおりである。

（1）上位目標

生物多様性管理の国家的戦略と BAPI の目的達成を支援する。
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（2）プロジェクト目標

LIPI と PHPA の生物多様性保全の組織的能力を、情報ネットワーク、自然環境調査・研

究及び国立公園計画・管理の分野において強化する。

（3）成　果

1）RDCB-LIPI における各分野の生物多様性情報データベース（関係文献、標本、フィール

ドレコード及び公園管理活動）が整備される。

2）生物学における分類学及び他の特定分野におけるRDCB-LIPI の動植物学部門研究者の科

学的能力が強化される。

3）GHNP 内及び周辺地域の生物多様性の域内保全、生物多様性の総合的研究フィールドの

モデルとして整備される。

4）GHNP 内及び周辺地域の生物多様性保全に関する環境教育が促進される。

5）LIPI と PHPA 間の生物多様性の情報とデータの効果的交換と利用が促進される。

終了時評価調査団は、1997 年 11 月 16 日から 11 月 27 日にわたってインドネシアに派遣

された。終了時評価では結論として、それぞれの個別分野において当初予定されていた目

標はおおむね達成されており、生物多様性保全のための基礎的な組織・体制能力（施設・機

材・技術・経験など）は十分に強化されると判断される、しかし、無償資金協力による施設・

機材を本格的に活用した技術移転が可能になるのはフェーズ 1 終了後であり、かつプロジェ

クトの上位目標を達成していくためにもフェーズ 1 での成果を基礎に更に継続して技術移

転を進めていくことが必要である、との提言があげられた。これを受けてフェーズ 2 事前

調査団が同年 12 月に派遣され、「生物多様性保全計画フェーズ 2」が翌 1998 年 6 月から開

始されることとなった。

1 － 1 － 4　日米援助協調評価

日米援助協調を機に開始されたインドネシア生物多様性保全計画関連協力の概要は以上に述べ

たとおりである。本終了時評価団で一連の JICA 協力に対する評価は実施していないが、2001 年

度に JICA 企画・評価部援助協調室によって行われた「JICA －米国国際開発庁（United States

Agency for International Development：USAID）援助協調評価」評価調査報告書1）によると、

インドネシアにおける援助協調の総評は次のとおりである。

インドネシア生物多様性保全プログラム案件群では、日米政策レベルで、同分野での日米協

調の実施を決定した際に、双方の実施機関レベルを巻き込みその実現可能性を十分に検討する

1）「JICA-USAID 援助協調評価報告書」ドラフト、平成 14 年 6 月
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第 2 章　終了時評価の方法

2 － 1　評価の全体フロー

本評価調査では JICA 事業評価ガイドラインにのっとり、プロジェクト・デザイン・マトリクッ

ス（PDM）に基づく計画達成度の確認と、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自

立発展性）による分析・評価を行った。評価調査の全体フローは図 2 － 1 に示すとおりである。現

地調査については日本とインドネシアの両国から選定された評価メンバーによって合同で実施さ

れたものである。

図 2 － 1　評価調査全体フロー

2 － 2　国内事前準備

（1）評価手法の確定

本プロジェクトは通常のプロジェクトと異なり、以下のような計 6 枚の PDM によって運営

管理されている。

①　総括 PDM

②　サブプロジェクト A の PDM

③　サブプロジェクト B の PDM
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④　サブプロジェクト C の PDM

⑤　サブプロジェクトD の PDM

⑥　サブプロジェクト E の PDM

本調査ではこれら 6 枚の PDM すべてについて、それぞれ計画達成度及び評価 5 項目評価を

実施することとした。評価 5 項目の概要は以下のとおりである。

－妥　当　性：被援助国のニーズとプロジェクトに整合性はあるのか、また日本の援助事

業として妥当性があるのか。

－有　効　性：プロジェクトの実施により、期待される効果が得られたのか。

－効　率　性：投入された資源量に見合った成果が達成されたか。

－インパクト：プロジェクト実施により、間接的・波及的効果はあったか（見込めるか）。

また、プロジェクトはインパクトを生み出したのか。

－自立発展性：プロジェクトの効果は協力終了後も持続していくことが見込めるか。

（2）評価用 PDM（PDMe）案の作成

既存資料を整理し、評価に使用する PDM すなわちPDMe 案を作成した。ここで実施協議時

からのPDM 修正の経緯を整理して示すと表 2 － 1 のようになる。1998 年 6 月の実施協議時か

ら 2000 年 11 月の運営指導時まで、PDM の修正は行われていない。その後、運営指導時のア

ドバイス等を踏まえ、主に指標及び指標入手手段を具体化する方向で修正が加えられ、2002

年 4 月、現行 PDM としてインドネシア側とのミニッツによる合意が得られている。なお、サ

ブプロジェクトA の成果についてはこの時点で研究機材の有効活用についての記述が加えら

れている。

PDMe において現行 PDM から修正した最も大きな点は総括 PDM に関するものである。す

なわち、現行の総括 PDM のプロジェクト目標は、共通目標としての実施機関の連携による組

織強化とサブプロジェクトA ～ E のプロジェクト目標をすべて併記する形式をとっているが、

総括 PDMe では前者（共通目標）のみをプロジェクト目標とし、サブプロジェクトA ～ E の

プロジェクト目標は、総括 PDMe における成果として評価分析を行うこととした。

各サブプロジェクトのPDMe は基本的に現行 PDM を採用したが、指標については一部追加

する方向で修正を加えた。

（3）調査内容の整理

PDMe 案に基づき、計画達成度評価表（達成度グリッド：Accomplishment Grid）及び 5 項

目評価調査表（評価グリッド：Evaluation Grid）の原案、及び質問票案を作成し、調査内容

の確認・整理を行った。
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専門家及びデータベースユーザーに対しては質問票の配付回収方式で、その他関係者につい

ては質問リストに基づくインタビュー方式で情報収集を行った。

表 2 － 2　関係者からの情報収集の方法と回答者数等の内訳

これらの予備的な結果は、日本側、インドネシア側双方の評価メンバーに提供され、その

結果を更に解析するとともに、合同評価調査団として公式なインタビュー調査及び施設・機

材関連調査を実施した。

（3）達成度グリッド及び評価グリッドの取りまとめ

上記調査結果を日本・インドネシア双方の評価メンバーで協議し、達成度グリッド及び評

価グリッドの形式で取りまとめた。

両グリッドの各評価項目については、読み手の理解を助ける目的で次のような 3 段階のグ

レードを付記した。

A：期待以上の結果が得られている（優れている）

B：期待どおりの結果が得られている（良好）

C：期待された成果が得られていない（劣っている）

最終的に合意された達成度グリッド及び評価グリッドはミニッツのAnnex として本報告書

に添付されている。

（4）ミニッツ案の作成

達成度グリッド及び評価グリッドの内容を要約する形で、ミニッツ本文の作成を進めた。
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（5）評価調査結果及びミニッツ案の合同評価委員会への説明・合意

調査結果及びミニッツ案を日本・インドネシア評価メンバーから合同評価委員会に説明し、

内容の合意を得た。

（6）ミニッツサイン

上記で合意された内容に沿って、ミニッツのサインが行われた。

2 － 4　国内解析

（1）教訓の取りまとめ

今回の評価調査にかかる日本側から見た教訓を取りまとめた。

（2）終了時評価調査報告書の取りまとめ

教訓を含む終了時評価調査報告書を取りまとめた。
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第 3 章　調査結果

3 － 1　総　括

3 － 1 － 1　投入の実績

日本側からの投入は、データシステム管理の短期専門家の派遣が困難であったが、ほぼ当初

計画どおりに実施された。インドネシア側からの投入は、インドネシア政府の経済危機により

一部の投入を日本側が負担したものの、概してプロジェクトを実施するためには十分な投入が

行われた。

投入の詳細は、ミニッツ別添資料ANNEX2 の達成度表（Accomplishment Grid）に示した。

3 － 1 － 2　成果（各サブプロジェクト目標）の達成度

まだ完了していない活動も一部あるが、成果（サブプロジェクト目標）はおおむね達成された

と判断される。

それぞれの成果（各サブプロジェクト目標）に関するより詳細な評価は、ミニッツ別添資料

ANNEX2 の達成度表（Accomplishment Grid）に示した。

3 － 1 － 3　プロジェクト目標の達成度

数々の連携活動が行われ、インドネシア科学院（Indonesian Institute of Science：LIPI）と

林業省自然保護総局（Directorate General for Forest Protection and Nature Conservation：

PHKA）での生物多様性保全に対する組織能力は強化された。グヌン・ハリムン国立公園（Gnung

Halimun National Park：GHNP）は 20 名以上の生物学開発研究センター動物部施設（Research

and Development Center for Biology：RDCB）／LIPI の研究者に総合的な調査研究の場として

活用されている。一方でRDCB ／ LIPI 研究者による調査研究成果はGHNP の公園管理（GHNP

動植物リスト集計、環境教育教材編集、講師として研究者を招聘、エコツーリズムガイドブッ

ク編集等）に活用されている。データベースの相互活用については生物多様性情報センター

（Biology Information Center：BIC）／RDCB ／LIPI データベースをLIPI 研究者が十分に活用

するには障害が残っているものの、プロジェクト実施機関間においてBIC ／ RDCB ／ LIPI 及び

自然環境保全情報センター（Nature Conservation Information Center：NCIC）／ PHKA のデー

タベース相互利用は推進されている。

3 － 1 － 4　上位目標の達成度

インドネシア生物多様性行動計画（Biodiversity Action Plan for Indonesia：BAPI）は達成

計画及び達成指数が設定されていないため、本プロジェクト結果による BAPI の達成度合いを
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正確に測ることは難しい。しかし、本プロジェクト傘下の多くの活動は BAPI で設定されたア

クションプランに連動して実施されており、評価団はプロジェクトが BAPI の計画に大きく貢

献したと判断する。

3 － 1 － 5　プロジェクトの実施プロセス

プロジェクト管理は、非常に良好に行われた。活動はプロジェクト・デザイン・マトリック

ス（PDM）に沿って行われ、活動のモニタリングは定期的に実施された。PDM は中間評価調査

団（運営指導）の提言を受けて見直され、改訂されたが、インドネシア側及び日本側が改訂版

PDM を正式に承認するまでに時間を要した。合同調整委員会の開催については、すべてのメン

バーを招集することは困難であったが、総じてプロジェクトはインドネシア政府、日本政府、国

内支援委員会から全面的な支援を受けて実施された。また、連携協力を実施するうえでの実施

機関の間のコミュニケーション、及び各サブプロジェクトの成果を達成するうえでの LIPI と

PHKA 内部のコミュニケーションにも際立った問題は無かった。

3 － 2　サブプロジェクト A

3 － 2 － 1　投入の実績

日本側の投入は、ほぼ当初計画どおり実行された。これまで比較的多くの短期専門家（延べ14 名）

が投入され、研究活動の底上げとともに、一連の先端研究機器操作に関する技術移転が行われ

た。インドネシア側で投入されたカウンターパート（C ／ P）はその数、能力とも、本サブプロ

ジェクトを遂行するのに十分であった。インドネシア側のサブプロジェクトA 関連予算は、プ

ロジェクト実施期間中、毎年増加され、その規模は、いくつかの活動で支障があったとはいえ、

同国の経済状況を考えればおおむね満足できる水準であった。

3 － 2 － 2　成果の達成度

当初計画された成果は、いくつかの分野において未達成の部分が残されているものの、ほぼ

達成されたと評価できる。2 つの成果についての達成度は以下のとおりである。

1）生物多様性保全に関する情報や科学的データは確実に増加しており、当初想定された成果

は、ほぼ予定どおり達成されている。プロジェクトが支援した研究は 40 編以上の研究論文と

して公表され、うち 40％は、国際的な会議の席上で発表されている。学会誌に発表された新

種記載は、現在 6 種に上る。更に、現在未記載ではあるが、プロジェクト期間中に採集され

た多数の標本のなかには多くの新種があると想定されている。本プロジェクトで実施された

様々な研究活動は、インドネシアにおける生物多様性保全に関する科学的知見を増加するこ

とに直接貢献している。
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2）先端研究機器の適切な使用に係る技術訓練は、当初計画どおり実施されている。その結果、

各機器について少なくとも 1 名の研究スタッフが使用方法をマスターできている。DNA シー

ケンサ、走査電子顕微鏡、ミクロトーム及び血液分析機器等は、日常的に頻繁に使用されて

いる。

それぞれの成果に関するより詳細な評価は、ミニッツ別添資料 ANNEX2 の達成度表

（Accomplishment Grid）に示した。

3 － 2 － 3　サブプロジェクト目標の達成度

RDCB ／ LIPI の研究活動の生物多様性保全に関する貢献度は増加していると判断され、サブ

プロジェクト目標はほぼ達成されたと評価できる。科学的な研究集会は、計画どおり開催され、

予定は既に終了している。チェックリスト及びいくつかの研究報告書の出版は遅れているが、プ

ロジェクトの終了時までには達成される予定である。先端研究機器の利用に関する C ／ P の知

見は十分向上している。

3 － 2 － 4　プロジェクトの実施プロセス

プロジェクトの活動は、ほぼ予定どおりに実施されている。研究結果の出版に若干の遅れはあ

るが、プロジェクトの終了時までには公表できる予定である。日本側専門家とインドネシア側

C ／ P との関係について、インドネシア側から短期専門家の 1 人はコミュニケーション能力が

劣っていたとの指摘があったが、それ以外はアンケート調査等からほぼ良好であることが確認さ

れた。

3 － 3　サブプロジェクト B

3 － 3 － 1　投入の実績

日本側の投入として、ウェブ関連の技術訓練に係る短期専門家の調達が困難であった。この

代替案として、インドネシア国内の技術コンサルタントを調達し、C ／ P トレーニングを実施

したが、この変更は、トレーニング後のアフターケア体制を確実にするという観点から有効な

手段であると評価できる。インドネシア側の投入は、予算以外では当初計画どおり実施されて

いる。予算に関してインドネシア側は増額のための努力を行ったが、サブプロジェクトベース

での対応には限界があった。

3 － 3 － 2　成果の達成度

当初計画された成果は、いくつかの分野において未達成の部分が残されているものの、ほぼ
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達成されたと評価できる。

1）BIC のデータベースシステムは、改良あるいは新規開発され、プロジェクト開始時と比べ、

大きく向上している。ただし、現況の BIC 保有コンピューターの性能は不十分であり、本プ

ロジェクトにおいて植物標本データベース管理システムを開発することは困難である。

2）RDCB の標本データベースのうち、植物及び動物のタイプ標本データは、ウェブサイトに

公開されている。また、文献データベースについても既にネット上で公開されている。

3）BIC に提供される完成されたデータは増加している。新規の標本データは継続的にシステ

ムに入力され、フィールド調査データはGHNP における研究活動等によって集められている。

4）BIC データベースのシステム稼働率は 80％以上であった。しかしながら、植物部門のデー

タベース構築は動物部門に比べると遅れており、安定性に欠けるところがある。RDCB とし

ては植物部門に関しても重点的に対応する必要がある。

それぞれの成果に関するより詳細な評価は、ミニッツ別添資料 ANNEX2 の達成度表

（Accomplishment Grid）に示した。

3 － 3 － 3　サブプロジェクト目標の達成度

本プロジェクトで改良・開発された 3 つのデータベースシステム、すなわち標本データベー

ス、文献データベース及びフィールド調査データベースは、RDCB 内に構築されたLAN 環境下

で提供されている。データベースシステムへの入力件数は動物標本 約 19 万件、植物標本 約 25 万

9,000 件、文献データ 約 7,100 件、フィールド調査データ約 2,500 件である。このようにBIC に

おける生物多様性に関する情報は増大し、体系化が図られている。しかしながら、RDCB の研

究者がこの BIC データベースを十分活用するには至っていない。この主たる原因はコンピュー

ターの性能不足にある。

3 － 3 － 4　プロジェクトの実施プロセス

サブプロジェクト B は、ほぼ当初計画どおり実施されている。日本側専門家とインドネシア

側 C ／ P の関係は、たまには誤解が生じることはあったが、おおむね良好であった。

3 － 4　サブプロジェクト C

3 － 4 － 1　投入の実績

日本側の投入は、ほぼ当初計画どおり実行された。インドネシア側の投入は、「必要最低限」

のものしかなされず、当初負担することになっていた項目（予算）の一部をプロジェクトが頓挫

することのないよう、日本側の追加的な支援（サポート）により賄われた。また、技術移転対象
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の C ／ P の配置問題（特にフェーズ 2 前半での C ／ P の未配置やプロジェクト期間中を通じて

の度重なる異動や未補充）はプロジェクトの進行を大きく遅らせるものであって問題であった。

3 － 4 － 2　成果の達成度

何点かの活動中のものを除き、おおむね満足できる成果が見られた。

1）C ／ P がGIS やウェブページの構築、オラクル、DTP などのソフトウェアを使いこなして

いる（空間情報データベース管理システム（GIS）は十分に機能しているが、非空間情報デー

タベース管理システムについては終了時まで引き続き改良等が必要であるが）ことからも

NCIC のスタッフの技術レベルは進歩していると考えられる。

2）現存するデータの収集と格納（打ち込み）はほぼ終了している（十分な成果が達成されてい

る）。必要なデータそのものが存在していなかったり、NCIC にデータを集約するシステムが

林業省内に確立されていないなどの技術的な問題点があり必要なデータが集まりにくい状況

ではあるが、GHNP 以外の国立公園や保護区のためのデータについても蓄積されつつある。特

に、首都のジャカルタから離れたボゴールにあるにもかかわらず、NCIC に GHNP 以外の国

立公園や保護区の地図情報（ベースマップ）が集約しつつあることは近い将来の発展を予感さ

せるものである。

3）NCIC のウェブサイトは本プロジェクトによる活動の結果十分に機能し始めており、大学

研究者・NGO を含めいろいろな機関からのアクセスも増えてきている。また、周辺学校（大

学、高校）からの訪問学習なども増えてきている。

4）NCIC の活動に関する関心・認識を広めることにつながる刊行物の発行は、ほぼ予定どお

り行われている。

それぞれの成果に関するより詳細な評価は、ミニッツ別添資料 ANNEX2 の達成度表

（Accomplishment　Grid）に示した。

3 － 4 － 3　サブプロジェクト目標の達成度

データ管理システムは構築され、NCIC による管理運営もできるようになり、また、NCIC ス

タッフのコンピューターシステムへの技術能力も向上するなど、概してサブプロジェクト目標

は達成されたと考えられる。

3 － 4 － 4　プロジェクトの実施プロセス

プロジェクト開始当初にあってはインドネシア側のデータベースに対するニーズが整理され

ておらず、また、C ／ P が活動の中身を十分に理解していなかったことから、システム設計に多

大の労力を要している。しかし、専門家が強い指導力を発揮し、また、C ／ P とのコミュニケー
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ションの確保に努めていることから両者の関係は大変良い状況になっており、活動が円滑に進

みプロジェクト開始当初の遅れを挽回しつつある。

3 － 5　サブプロジェクト D

3 － 5 － 1　投入の実績

日本側の投入は一部器材については投入が遅れ、短期専門家の派遣期間内に器材が間に合わ

ない事態が発生したものの、ほぼ当初の予定どおりなされた。

インドネシア側の投入は、当初負担することになっていた C ／ P の旅費などの活動経費が不

足していることからプロジェクトの円滑な実施のため、日本側が追加的に支援（サポート）する

など十分なものではなかった。

3 － 5 － 2　成果の達成度

何点かの活動中のものを除き、おおむね満足できる成果が見られた。

1）GHNP におけるエコツーリズムに関する活動については大きな成果があった。過去 3 回に

わたって試行されたエコツアーの成功は、首都ジャカルタ内外の人々にとってGHNP が十分

な魅力をもった場所であることを示している。エコツーリズムに関する職員訓練を恒常的に

行っていくためには十分な予算と指導可能なインストラクターが必要である。

2）3 種類の絶滅のおそれが高い動物 （ヒョウ、ジャワギボン、ジャワクマタカ）に関する総

合的な報告書が本プロジェクトの終了時までに刊行されることになっている。保護管理計画

についてはその大半は既に出来上がっており、2003 年 3 月には完成する予定になっている

（以下、活動名を「野生生物調査」と記す）。

3）プロジェクトの活動を通じて、様々なフィールド調査活動が GHNP 内で行われるように

なってきている。

4）GHNP 周辺の小学校 150 校のうち、39 校に既に環境教育のプログラムが行われ、小学校へ

の教育実施に併せて、教員及び地域のリーダーとなることが期待される地域の（集落の）若

者に対しても環境教育訓練が行われた。教育活動の参加者の延べ人数は 6,000 人にのぼって

おり、未実施地域（小学校）からは実施要請が多数来ているが人員配置・旅費等の問題から

完全に対応できていない。これらを総合して、十分な成果が見られたといえる。

それぞれの成果に関するより詳細な評価は、ミニッツ別添資料 ANNEX2 の達成度表

（Accomplishment Grid）に示した。
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3 － 5 － 3　サブプロジェクト目標の達成度

全体的に見てサブプロジェクト目標は十分に達成されたと評価できる。地域住民はエコツー

リズムに関する活動、環境教育プログラム、また、野生生物調査（絶滅のおそれのある動物のモ

ニタリング活動）を通じて地域の自然資源の保全に強い関心をもつようになってきており、そ

の結果としてGHNP では（金の）違法採掘がプロジェクト期間中に減少し、違法伐採が他の地

域に比べ少ないというインドネシアでは極めてまれな、地域住民自らが地域管理へ積極的に参

画する状況が見られている。つまり、GHNP は公園管理に地域住民をうまく取り込むことがで

きた公園といえる。また、GHNP でまとめている年次報告に記載されている動植物に関するデー

タのような、フェーズ 2 の調査活動により得られた基本的な科学データは膨大なものとなって

きており、インドネシアの科学的なデータの蓄積・管理の一翼を担っている。

3 － 5 － 4　プロジェクトの実施プロセス

専門家と C ／ P とのコミュニケーションが大変良い状況になっており、ほぼすべての活動が

当初の計画どおりに進行している。

3 － 6　サブプロジェクト E

3 － 6 － 1　投入の実績

サブプロジェクト E はプロジェクト全体の広報普及を行うものであり、その投入はサブプロ

ジェクトA ～D の全投入を再記載する形となっている。サブプロジェクトA ～D の投入実績で

述べたように、ほとんどの投入は良く達成され、予定どおり実施されている。

3 － 6 － 2　成果の達成度

以下のように、予定された成果は全般的によく達成されている。

1）プロジェクト活動の成果は定期的にプロジェクト報告書の形式で取りまとめられている。

生物多様性保全計画（Biodiversity Conservation Project：BCP）2 期間中、これまで計 6 刊

のプロジェクト報告（Vol. III ～ VIII）が取りまとめられ、プロジェクト終了時までには新た

に 2 刊が公表される予定である。

2）BCP2 は、財務的・技術的に、計8 回の主要ワークショップの開催を支援し、ワークショッ

プ参加者を通じてプロジェクト成果の普及に努めている。今後、国立公園管理に関するワー

クショップとプロジェクト終了時の総合ワークショップ（2003 年 5 月）が計画されている。

3）プロジェクト内容を紹介する小冊子は 1999 年 3 月に作成され、2001 年 9 月には改訂版が

作成されている。

4）情報提供ツールとして当初ニュースレターが考えられていたが、近年のインターネット環
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境の普及を勘案して、ウェブサイトに変更された。プロジェクトのウェブサイトは 2000 年

2 月に立ち上げられ、引き続きよく管理されている。

それぞれの成果に関するより詳細な評価は、ミニッツ別添資料 ANNEX2 の達成度表

（Accomplishment Grid）に示した。

3 － 6 － 3　サブプロジェクト目標の達成度

プロジェクト活動の結果は、プロジェクトが支援する様々な広報ルートを通じてインドネシ

ア国内及び海外の生物多様性研究者、環境保護官、NGOs、更には一般大衆まで知られるように

なっている。本サブプロジェクト目標は計画どおり達成されていると評価される。

3 － 6 － 4　プロジェクトの実施プロセス

すべての活動は日本人専門家とインドネシア側 C ／ P の良好な関係により、ほぼ期待どおり

に実施されており、実施プロセスは適切であったと評価される。
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第 4 章　評価結果

4 － 1　総　括

4 － 1 － 1　妥当性

上位目標はインドネシア政府の開発計画及び生物多様性保全方針と一致しており、適切に設

定されている。また、インドネシア科学院（Indonesian Institute of Science：LIPI）と林業省自

然保護総局（Directorate General for Forest Protection and Nature Conservation：PHKA）は

生物多様性保全の優先順位を高く位置づけておりプロジェクト目標及び各サブプロジェクト目

標は LIPI 及び PHKA のニーズに合致している。また生物多様性保全管理に対して、LIPI は科

学的研究の権限をもち、PHKA は政策決定任務を有することから、各サブプロジェクトの実施

機関は適切に割り当てられたといえる。

4 － 1 － 2　有効性

プロジェクト目標は各サブプロジェクトの結果を受けて達成された。サブプロジェクトを通

してカウンターパート（C ／ P）の技術レベルは向上し、実施機関間の連携を進めていく重要性

についても十分に認識している。結果として、生物多様性保全に対する実施能力は向上し連携

協力の土台は築かれた。なお、終了時評価実施時点では完了していない活動が若干残っている

ものの、プロジェクト終了時までには成果を達成しプロジェクト目標達成に貢献すると C ／ P

は確信している。

4 － 1 － 3　効率性

全体的に、無償資金協力及び生物多様性保全計画（Biodiversity Conservation Project：BCP）

の投入はフェーズ 2 の活動の効率的実施に貢献した。その一方で、無償資金協力で供与された

設備並びに機材の一部は十分に活用されていないものがある。これは、無償資金協力計画が設

計された際に想定した条件と実際の条件との間に相違があったためと考えられる。また、効率

的な連携協力を実施するためには各サブプロジェクトのプロジェクト・デザイン・マトリック

ス（PDM）に実施機関間の連携にかかわる活動を明確に記載するべきであったと考えられる。

4 － 1 － 4　インパクト

本プロジェクトはインドネシアにおける生物多様性の科学的研究機関と政策実施機関の協調

だけではなくインドネシア生物多様性行動計画（Biodiversi ty Action Plan for  Indonesia：

BAPI）の推進にも重要なインパクトを与えた。加えて、プロジェクトはインドネシア国内外の

他の機関やNGO を活性化させたと高く評価される。（各サブプロジェクト 5 項目評価のインパ
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クトに詳細を記載）

4 － 1 － 5　自立発展性

インドネシア政府はBAPI の見直しを行っており（2002 年 10 月現在）、2002 年末には新BAPI

として生物多様性国家戦略（Indonesia Biodiversity Action Plan：IBSAP）が開始される予定

である。IBSAP の内容は次国家開発計画に含まれる予定であり、今後もインドネシア政府は生

物多様性保全政策を推進していくことが期待される。また今後もLIPI と PHKA が生物多様性保

全を推進し、生物多様性保全活動の効果的な実施にはお互いの連携協力が重要であることは、一

般的に理解されている。人材面では各サブプロジェクトのC ／ P の技術能力は彼ら自身でプロ

ジェクト活動を運営管理できるのに十分なレベルに達している。しかしながら概して、実施機

関の財政的な自立発展性は低いといえる。そのため各実施機関は、専門家の指導の下プロジェ

クト終了後の予算確保に必要な対策に取り組んでいる。

4 － 2　サブプロジェクト A

4 － 2 － 1　妥当性

総括評価において述べられたとおり。

4 － 2 － 2　有効性

サブプロジェクト A では、多くの研究者について、研究の実施やその結果の発表に必要な知

識や能力を向上させる機会が与えられた。また、インドネシアの生物多様性保全に活用できる

科学的データや情報は大いに増加した。C ／ P は研究能力を向上させるとともに、先端研究機

器の使用について十分な知識を習得している。とりわけ、DNA 解析の分野において、プロジェ

クトは顕著な成果を収めている。一方、日本の無償資金援助によって導入された一部の先端研究

機器は、動物部門の研究者ニーズが低かったこともあり、有効に活用されているとは言い難い。

4 － 2 － 3　効率性

本プロジェクトの研究に係る効率性は、何人かの学位取得者及び多くの修士取得者を含む

C ／ P 及び日本人専門家の共同作業により、良好に保たれた。一方、日本からの機材調達につい

ては、導入時期が遅延するケースが見られた。また、いくつかの分析機器については、インド

ネシアに正規代理店がないため（あるいは、正規代理店を通じて、調達したものでなかったため）

保守管理に支障が出る事態が生じている。
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4 － 2 － 4　インパクト

生物学開発研究センター動物部施設（Research and Development  Center  for  Biology：

RDCB）における研究能力の向上は、プロジェクトの上位目標及びインドネシアの生物多様性に

関する情報、科学的データの蓄積において大いに貢献している。現在、RDCB は、生物多様性保

全分野における研究の中核施設と位置づけられており、プロジェクト期間中、東南アジア地域

レベルでの生物多様性保全トレーニングコースが数コース実施されている。

プロジェクト活動、とりわけ新しく導入された技術は、多くの国内研究施設やNGO の活動を

刺激するとともに、インドネシアにおける絶滅危惧種のDNA 解析ネットワークの構築にも寄与

した。これらの点はプロジェクトのインパクトとして高く評価されるものである。

4 － 2 － 5　自立発展性

生物多様性に関する調査研究は RDCB 内で優先度の高い研究課題として継続的に実施される

ことが期待される。RDCB は LIPI における確固とした組織であり、研究スタッフの身分は保証

されている。これらの点から一定の自立発展性は担保されている。しかしながら、インドネシ

ア政府の公務員定員の抑制政策により、他の研究機関と同様、若い研究スタッフの採用が難し

い。

4 － 3　サブプロジェクト B

4 － 3 － 1　妥当性

総括評価において述べられたとおり。

4 － 3 － 2　有効性

データベース管理システムは、本プロジェクトによって改善され、現在、3 つのシステム、す

なわち標本データベース、文献データベース及びフィールド調査データベースが、プロジェク

トで構築された LAN 環境下でRDCB の研究者に提供されている。C ／ P は、日本人専門家や日

本側経費で契約雇用した現地コンサルタントから技術指導を受け、現在では自分自身でデータ

ベースの更新並びに、保守管理ができる水準になっている。

C ／ P によるとデータベースの利用はそれほど難しくはないとされるが、ユーザーとして想

定している多くのRDCB 研究者からは、主に現有コンピューターの処理能力の不十分さから来

る操作性の悪さや検索時間の遅さについて指摘があった。現在 RDCB に配置されているコン

ピューターの性能は、作成されたデータベースを活用するのに十分ではない。一方、RDCB が

保有している生物学的な標本は、国際的に見ても貴重な遺産であり、そのデータベースについ

ては世界の多くの生物学者が興味を寄せている。
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4 － 3 － 3　効率性

生物多様性情報センター（Biology Information Center：BIC）は組織図上明記されていない

など、BIC に係る制度上のステイタスは必ずしも明確でない点があるが、その機能はRDCB 内

で十分評価・認知されており、サブプロジェクトの各成果は効率的に達成されていると評価で

きる。必要な機材はおおむね計画どおりに供与された。ウェブサイト管理に関する日本の短期

専門家のリクルートは困難であったが、現地コンサルタントを調達することで対応できており、

結果的にその後のシステム管理が効率良くなされている。日本で技術研修を受けたC ／ P は、帰

国後も継続してBIC に勤務している。

4 － 3 － 4　インパクト

サブプロジェクト B の実施は、一連のプラスのインパクトをもたらしている。インドネシア

における生物多様性メタデータの情報ネットワークを確立することを目的に、アジア開発銀行

（Asian Development  Bank：ADB）は 2001 年より生物多様性情報ネットワーク（National

Biodiversity Information Network: NBIN）プロジェクトを開始している。サブプロジェクトB

のC ／ P は現在、このNBIN プロジェクトにおいて重要な役割を果たしており、BIC は、NBIN

のハブ施設として機能することが期待されている。また、BIC には、地球規模生物多様性情報機

構 （Global Biodiversity Information Facility: GBIF）や世界分類学イニシアティブ（Global

Taxonomy Initiatives: GTI）などとの国際的なデータリンケージが期待されている。

4 － 3 － 5　自立発展性

現在、C ／ P はデータベース管理や機器の操作を実施しており、基礎技術的観点からの持続発

展性は確保されている。また、ADB の NBIN プロジェクトにより、今後 5 年間は開発予算が確

保されている。ただし、総論として、財源及び予算は、限定あるいは不安定な状況にある。こ

れは、先に述べたとおり BIC が組織的にきちんと位置づけられていないことも一因として指摘

できる。（BIC は RDCB の Division of Means and Collection に属する組織図には明記されてい

ないデータベース管理機関の俗称である）

4 － 4　サブプロジェクト C

4 － 4 － 1　妥当性

総括評価において述べられたとおり。

4 － 4 － 2　有効性

C ／ P の技術能力の向上や、集められた膨大な有用データの管理運営、また外部の個人や組織
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からのデータ要求が増加するなど、活動及び成果はサブプロジェクトの目標達成に有効であっ

た。自然環境保全情報センター（Nature Conservation Information Center：NCIC）は林業省の

組織上は「係」扱いではあるが、プロジェクトの活動により重要性が認識され、課長級の所長が

配置されるなどNCIC の組織的な能力も向上している。

4 － 4 － 3　効率性

技術スタッフ（technical staff）の適切な配置が図られなかったことから効率的なプロジェク

トの運営は困難であったが、投入実績に対する成果の質・量を勘案するとおおむね妥当なもの

であったと評価できる（総じて効率性は確保された）。

4 － 4 － 4　インパクト

今回のBCP によって設立されたNCIC はインドネシアにおける生物多様性保全に関する地域

（国立公園や保護区）の国内外への情報発信源となっており、BAPI の実施に多大なインパクト

を与えている。

4 － 4 － 5　自立発展性

NCIC の予算は増えつつあるがコンピューターシステムの管理運営に必要な予算を完全に確保

されているものではなく、また、林業省内でのNCIC の地位は課長級の所長が配属されているも

のの「係」の位置づけがなされており、情報センターとして独立した機関になっていない。こう

したことから、NCIC の自立発展性を確保していくためには、予算上、制度上の強化が求められ、

そのための林業省内での地位の向上を図る様々な取り組みが必要である。

4 － 5　サブプロジェクト D

4 － 5 － 1　妥当性

総括評価において述べられたとおり。

4 － 5 － 2　有効性

以下の観点から本サブプロジェクトの目標達成に対し 3 つの活動は有効であったといえる。①

環境教育に関してはプラン作成から実施に至るまでの技術は備わっている。②グヌン・ハムリ

ン国立公園（Gnung Halimun National Park：GHNP）におけるエコツーリズムについては、そ

のシステムは出来上がってきており、周辺地域コミュニティ（周辺集落）の持続可能な発展に大

きく貢献できる可能性があるといえる。③野生生物調査については調査の過程で既に多くの情

報が収集され、プロジェクト終了時には保護管理計画が策定される見通しであることから、前
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述の 3 種の保護管理計画は将来更なる技術協力・資金協力を得ることで、GHNP の公園管理に

大きく寄与することが期待できるといえる。

4 － 5 － 3　効率性

希少野生生物調査の長期専門家の派遣が遅れ、調査活動が一部遅れたものの、おおむね専門

家の配置については短期・長期とも妥当なものであった。C ／ P は公園管理のための技術と意

欲を獲得し、日々の業務に当たっており、日本・インドネシアでの研修は適切なものであった

といえる。

4 － 5 － 4　インパクト

GHNP の公園管理能力はチカニキ・リサーチ・ステーションの研究活動、様々な野生生物調

査や環境教育、エコツーリズムの実施により格段に向上してきている。環境教育やエコツーリ

ズムに関する活動はGHNP がインドネシア内の他の国立公園の良い先進事例となる可能性を示

しており、公園内での違法な活動を防止するための集落単位の自衛団が結成されるなど地域の

公園管理に関する関心や参画が進んでいる。GHNP での生物多様性の保護活動、エコツーリズ

ム活動がインドネシア国内のマスコミに取り上げられるようになるなど、インパクトは大きな

ものがある。

4 － 5 － 5　自立発展性

GHNP はインドネシア国内での 1 つの核になる国立公園として認知されており、他の国立公

園の組織改編がなされていくなか、GHNP の大半のレンジャーと C ／ P は引き続き勤務するこ

とが可能であろうとされているなど制度上は安定している。一方、現在の予算では活動規模を

継続することは不可能であることから、予算面での自立発展性についてはより一層のインドネ

シア側の努力が求められる。

4 － 6　サブプロジェクト E

4 － 6 － 1　妥当性

総括評価において述べられたとおり。

4 － 6 － 2　有効性

サブプロジェクト E ではプロジェクト活動に関する様々な情報を効果的に取りまとめ、それ

らを広報した。結果として、本プロジェクトはインドネシアの人々と関係する国際社会におい

て広く知られるようになった。本プロジェクトの目標は計画どおり達成されたと評価できる。
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4 － 6 － 3　効率性

サブプロジェクト E の効率は、チーフアドバイザー、調整員、専門家及び C ／ P との良好な

関係により高められた。とりわけ、日本で研修を受けたC ／ P の広報活動への貢献は大きかっ

た。また、導入された事務関連機材は普及活動のために適切に使用された。

4 － 6 － 4　インパクト

このサブプロジェクトの成果は、サブプロジェクトA ～D の認知度を高めるという観点から

大きなインパクトをもたらしている。現在、多くの大学やNGO からプロジェクトで作成した出

版物の提供依頼が寄せられている。更に、プロジェクト活動はしばしば国内のマスメディアに

よって紹介され、GHNP は将来的なエコツアーサイトとして認知されている。

4 － 6 － 5　自立発展性

プロジェクト活動は、統合化されたプロジェクトプログラム、すなわちサブプロジェクトE を

通じて広報普及されている。本プロジェクトは計画どおり終了する予定であるが、各実施機関

はプロジェクトで整備された機材やプロジェクトを通じて培われたノウハウを活用して、これ

までと同様の広報普及活動を継続することが期待される。
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第 5 章　結論及び提言

5 － 1　総　括

5 － 1 － 1　結　論

各サブプロジェクトの評価結果を総合的に判断して、本プロジェクトは効果的に実施され、プ

ロジェクト終了までに期待される成果が得られる見込みであると判断される。プロジェクトは

5 サブプロジェクトから構成されており、対象とする活動範囲は広範であるが、多くの活動がサ

ブプロジェクト間で連携して実施され、お互いの活動の効果を高めることに成功し、結果的に

はインドネシアの生物多様性保全に貢献した。特に生物学開発研究センター動物部施設

（Research and Development Center for Biology：RDCB）における各種の調査研究の結果は、

グヌン・ハムリン国立公園（Gnung Halimun National Park：GHNP）における公園管理に実際

に役立てられた。一部の無償資金協力で導入された機材は有効に活用されたとは言い難いが、

フェーズ 2 で実施された投入は、総じてプロジェクト活動の効果的な実施に貢献したと思われ

る。プロジェクト活動を通して、総じて技術的な自立発展性は高められた。他方組織的及び財

政的な自立発展性の確保に関しては更なる努力が求められる。カウンターパート（C ／ P）の頻

繁な配置換えは、自立発展性の妨げになった。また生物多様性情報センター（Biology Informa-

tion Center：BIC）／RDCB 及び自然環境保全情報センター（Nature Conservation Information

Center：NCIC）／林業省自然保護総局（Directorate General for Forest Protection and Nature

Conservation：PHKA）はより明確な組織的位置づけが必要とされる。インドネシア政府に対し

ては、今後プロジェクトに関連した活動を引き続き実施するため、組織的及び財政的な自立発

展性を高めるための配慮を期待する。

5 － 1 － 2　提　言

1）本プロジェクトを通じて、C ／ P の技術的水準は、彼ら自身で活動を実施できるまで高め

られた。しかしながら長期的に技術的水準を保つために、各実施機関は、若い研究者やスタッ

フの雇用や育成に更に力を注ぐべきである。

2）インドネシア科学院（Indonesian Institute of Science：LIPI）及び林業省の連携は、お互

いの活動の効果を高めるために有効であるので、更に活動の効果を有効にするため、LIPI 及

び林業省は連携の方法と各種の条件などのルールを協議し、文書化してお互いに合意するこ

とを提案する。

3）プロジェクト活動によって各種の調査研究活動の効果は高められたと判断される。今後は

更に保護区周辺住民の環境の保全や収入手段の確保のための調査研究活動を重点的に行うべ

きである。
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4）プロジェクトが発展させた地域社会主体の環境教育及びエコツーリズム活動は、他の国立

公園にも応用できるような新しいモデルとなることが期待されている。JICA はより効果的な

環境教育及びエコツーリズム活動を確立するため、RDCB との協力の下実施する新たな協力

をGHNP に対して行うことが期待される。

5 － 2　サブプロジェクト A

5 － 2 － 1　結　論

RDCB におけるサブプロジェクト A の活動により、インドネシアの生物多様性保全のための

科学的データや情報は飛躍的に増加した。本プロジェクトの経験を踏まえて、RDCB はインド

ネシア国内だけでなく、東南アジア地域レベルにおける生物多様性保全において一層重要な役

割を果たしつつあることが確認された。プロジェクトを通して、C ／ P は研究能力の向上とと

もに、先端研究機器の使用に関する十分な知識を習得した。生物多様性に係る研究はRDCB に

おける優先課題として継続される見通しであり、そのための基本的な活動経費はインドネシア

側によって担保されている。したがって、研究活動の規模は多少縮小されたとしても、プロジェ

クトの持続発展性は本プロジェクト終了後も確保されると思われる。

5 － 2 － 2　提　言

1）研究の効率を向上させるために、以下の事項を提言する。

－繁殖学的な研究  ――特にほ乳類及び鳥類について――  を継続するため、建物を含む動

物繁殖研究施設をチビノン敷地内で整備する。

－データベース構築だけでなく、通常の研究活動のためにもコンピューターを配置する。

－日本の無償資金協力で供与された機器で、RDCB 動物部門での利用ニーズが低いものに

ついては、植物部門など他の研究部門での利用を促進する。

－先端研究機器を導入する際には十分なニーズ調査や利用計画を検討して注意深く対処す

べきである。

2）DNA 解析に係る研究は、絶滅危惧種をはじめとする貴重な生物の生息地を特定するために

も今後ますます重要になってくる。基礎的な技術は既に移転されているので、今後は基礎研

究のみでなく応用研究にも優先課題として取り組む必要がある。

3）生物多様性に関して包括的な知識を蓄積するため、植物分野及び微生物分野において一層

の研究活動を実施する。

4）RDCB のトレーニングコースに大学生や大学院生を受け入れるなど様々な方策により若い

研究者の育成を図る。
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5 － 3　サブプロジェクト B

5 － 3 － 1　結　論

RDCB におけるデータの管理、収集、提供、体系化及び利用について改良あるいは新規開発が

行われた。また、RDCB スタッフの知識や経験はプロジェクトの諸活動を通じ、あるいはトレー

ニングコースへの参加や専門家の技術指導により増大した。BIC のデータベースシステムは、プ

ロジェクトにより構築された LAN 環境下の RDCB 内で稼働している。サブプロジェクト B の

C ／ P は、アジア開発銀行（Asian Development Bank：ADB）の融資案件である生物多様性情

報ネットワーク（National Biodiversity Information Network：NBIN）プロジェクトにおいて

重要な役割を果たしており、BIC は、そのプロジェクトのハブ施設として機能することが期待

されている。しかしながら、コンピューターの性能、インドネシア側予算、短期専門家のリク

ルート等において、プロジェクト遂行上若干の問題点や障害も見られた。

5 － 3 － 2　提　言

1）現在のデータ管理活動の持続発展性を保持するためには、RDCB は BIC の組織制度上の自

立を促すための行動を起こすべきである。BIC が独立した組織体制を確保できれば、通常予

算に加えて外部のファンドに財源を求めることができるなど、財政上の持続発展性は更に向

上されることになろう。

2）BIC によって開発された新データベースシステムへのアクセスを容易にしたり、BIC での

植物標本データベース管理システムを改善するために、現在の Pentium Ⅰを搭載しているコ

ンピューターは Pentium Ⅳ搭載機種に改良する必要がある。このため、適切なコンピュー

ター関連の予算措置が必要となる。

3）上記に関してRDCB は将来のコンピューター管理・更新システム案を作成し、LIPI 本部の

承認を求めるべきである。

4）プロジェクト活動を継続させるためには、新規に若い研究者を雇用することが必要である。

そのためには、政策的な意思と政府のサポートが必要である。

5）今後、データベースシステムのアップグレードや管理においては、インドネシア国内の技

術者を選定し、契約することを勧める。

6）データの質を向上させるためには、他の関連機関、特にNCIC ／ PHKA との連携を継続す

る必要がある。

5 － 4　サブプロジェクト C

5 － 4 － 1　結　論

生物多様性保全計画（Biodiversity Conservation Project：BCP）の下、設立されたNCIC は、
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内外の組織・研究者に対するインドネシアにおける環境保全に関する情報の国内最大級の発信

源としての機能を発揮しつつあり、インドネシアにおける生物多様性の保全に関する情報・技

術の分野において多大な貢献をしている。

林業省内では「係」の位置づけでしかないNCIC が成果を上げつつある背景は、林業省内の関

係機関（特にDirector General などの省内幹部クラス）を主たる情報提供先としており、求めら

れた情報を加工等して提供し政策の企画立案に寄与しているからである。

各国立公園等からの情報収集機能の向上を図るため、NCIC と評価課(Division of Evaluation

and Reporting）は PHKA 次官の名のもと既にメーリングリストの作製等の省内情報コミュニ

ケーション・ツールを立ち上げている。

予算面についてはインドネシア国内の経済状況の悪化にもかかわらず拡大は図られているが、

それでもなお、NCIC の予算は現在の活動（器材）をすべてカバーするには十分ではない。予算

面から見れば活動の規模を小さくする必要がある。

また、技術スタッフが適切に配属されていないことはこれまでどおりの効果的な活動を継続

することが困難であることを示している。

5 － 4 － 2　提　言

1）プロジェクト終了後に想定される財政面、技術面での不足状況や、データ利用者である林

業省幹部の広範囲にわたる様々な要求を勘案すると、（財政的にも技術的にも破綻を来す可能

性があることから）活動規模の縮小を図るための、データ収集やデータ更新の優先度の格付

けが必要である。

2）林業省本省からの支援を取り付けるためには、NCIC はウェブサイトコンテンツや刊行物

を利用したり、他の環境保護団体や試験研究機関のデータ参照実績を示すなどの様々な手段

を活用して、NCIC 活動の重要性を関係者に認識させるよう、努力する必要がある。

3）生物多様性に関する情報を持続可能な状態で構築していくために、NCIC は地方行政機関

やBIC、教育機関やNGO などの関係機関間での自然環境保全関係情報のネットワークを統合

していくべきである。

4）収集するデータや提供する情報の質・量を充実していくためには PHKA 内の他の部局から

の更なる支援が必要である。

5）機器類のメンテナンス費用を確保するためにNCIC は林業省本省に対し、経常的経費の確

保・充実（増額）を要求すべきである。

6）予算状況に影響されることではあるが、人員不足から成る種々雑多な業務に忙殺されてい

る現状では、管理部門のスタッフ（administrative staff）が NCIC でスタッフ個人として、ま

た管理部門の組織としてスキルアップしていくことは大変な困難があることから、NCIC 業務



─ 31 ─

のうち、技術的な部分については外部発注の割合を増やしていく必要がある。

7）技術スタッフ（technical staff）がこれまで以上に身分的に保証され、獲得すべき技術スキ

ルを明確にするために、NCIC は PHKA に対し機能的スタッフ（functional staff）を確保す

るよう要請すべきである。

5 － 5　サブプロジェクト D

5 － 5 － 1　結　論

BCP 第 2 フェーズの活動を通じ、GHNP は 1992 年に設立された最も新しい国立公園の 1 つで

あるにもかかわらず、インドネシアで最もユニークで管理のできている国立公園になった。地

域（住民）を中心に据えた環境教育とエコツーリズムの活動は、同じような活動を企画・運営し

ている他の国立公園の先進事例となれるよう、職員のスキルアップをめざした新たなる段階に

入ることが期待されている。特にエコツーリズム活動については、ジャワ島で唯一まとまった

形で 4 万 ha もの熱帯林が地域であって、首都ジャカルタから近い（南方 100km 以下）という恵

まれた地理的条件から、GHNP がインドネシアでのエコツーリズム最大級の拠点公園としての

役割を将来担うことが予想される。予算の安定的な確保が活動の継続に重要な要素であるが、

GHNP への予算配付はこれら様々な活動を継続していくには十分なものではない。また、レン

ジャーや管理技術者（technicians）はスキルアップを図るために OJT（On-the-Job Trainings）

や他の公園への視察研修を続ける必要がある。

5 － 5 － 2　提　言

1）調査フィールド（生物多様性に関する調査活動のインドネシアでの拠点）としてのGHNP

の価値を高めていくためには、チカニキリサーチステーションはLIPI や大学、林業や農業の

調査開発部局などの外部の関係機関とのネットワークを構築すべきである。

2）GHNP はモデル国立公園として、国立公園間でのネットワークを構築することが可能であ

るし、国立公園管理、環境教育、エコツーリズムそして野生生物調査に関するトレーニング

のために他の国立公園のレンジャーの研修拠点になり得る。

3）器材のメンテナンスのためにGHNP は林業省本省に対し、経常的経費の確保・充実（増額）

を要求すべきである。

4）GHNP は調査研究施設の使用料やツーリストへのサービス料などの様々な収入確保のため

の活動を展開するなどして、財政的に自立できるような仕組みづくりに努力すべきである。

5）過去 4 年間のGHNP に対する予算配付状況を勘案すれば、プロジェクト終了後の財政面で

の危機的な状況は十分に予想されることから、GHNP 管理事務所は業務の精査を行い、財政

規模に見合った形になるよう業務の優先順位付けを行うべきである。
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6）GHNP でのエコツーリズム活動を充実していくために、公園管理者、NGO、民間企業や地

域住民などの関係者の調整機能をもったシステムを構築すべきである。

5 － 6　サブプロジェクト E

5 － 6 － 1　結　論

サブプロジェクト E はサブプロジェクトA ～D と同時並行的に実施されたプロジェクト全体

の情報サービスに係る統合化されたプログラムである。プロジェクト活動はプロジェクト報告

書の定期的な刊行・配付、ワークショップの開催、プロジェクト小冊子の配付及びウェブサイ

トの立ち上げ等を通じてよく広報されている。その結果、生物多様性保全に関する国民意識は

確実に向上している。

5 － 6 － 2　提　言

1）BCP2 に関する広報普及活動はプロジェクトの終了とともにその役割を終えることになる

が、それぞれの実施機関においては本プロジェクトで整備された機材や培われたノウハウを

活用して今後とも情報サービス活動を継続することを提案する。
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第 6 章　教　訓

6 － 1　複数のプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）によるプロジェクトの運営・監理

に係る教訓

複数のPDM をもつ協力案件の運営・監理を行う際に想定される一般的な教訓を以下にまとめる。

1）総括PDM における共通目標は、各サブプロジェクト間の連携を主旨としている。これは、関

係者のなかで常に意識されそのための活動が実施されていたが、共通目標は各サブプロジェク

ト目標の達成に直接は関連しておらず、またプロジェクト全体の活動のなかでの位置づけが必

ずしも明確でなかった。そのため総括 PDM がプロジェクトの「総括」であると十分に認識され

ておらず、プロジェクト実施中は主にサブプロジェクト PDM に沿ってプロジェクトの運営管

理が行われていた。

1 つのプロジェクトの運営・監理を複数の PDM で実施する場合、共通の目標が欠如すると

PDM ごとに活動が進行し、1 つのプロジェクトとして運営する意義が薄れるおそれがある。1

つのプロジェクトとして運営管理するため、各サブプロジェクト間のつながりについては、①

共通の目標を設定すること、及び②各サブ PDM において、成果（又はプロジェクト目標）に共

通目標の達成に必要な活動及びその指標を書き込んでおくこと、が重要である。

2）本プロジェクトは第 1 フェーズ開始時より日米コモンアジェンダの枠組みで進めるという経

緯があり、相手側機関が複数〔インドネシア科学院（Indonesian Institute of Science：LIPI）及

び林業省自然保護総局（Di r e c t o r a t e  G e n e r a l  f o r  F o r e s t  P r o t e c t i o n  a n d  N a t u r e

Conservation：PHKA）〕あり、それぞれの活動内容が異なった（調査研究及び保護区管理）。そ

のためプロジェクト計画の策定時には 1 つの PDM に納めるのは困難であり、各サブプロジェ

クトごとに複数の PDM を設定した 1 つのプロジェクトとして計画された。しかしながら、各

サブプロジェクトの活動分野や手法の違いが大きく、モニタリングや終了時評価の枠組みが複

雑になり、1 つの「プロジェクト」の枠組みでプロジェクト全体像を体系的に把握し運営・監理

をすることは困難が伴った。また、複数のPDM を設定したため、PDM ごとに実績の確認と5 項

目評価を行う作業が複雑かつ膨大となった。

相手側機関が複数ありそれぞれの活動内容が異なる協力案件は、各協力分野のニーズに柔軟

に対応するためにも、複数の独立したプロジェクトとして整理するのが望ましい。PDM は可能

な限り少数（若しくは 1 つ）で全体の枠組みを整理するか、あるいは共通の上位目標を有する

プログラム協力としての枠組みを整理すべきである。

6 － 2　本プロジェクトの評価調査の実務から見た教訓

本評価作業を通じて調査団が得た、複数のPDM をもつ協力案件の実務に関係する一般的な教訓
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を以下にまとめる。

1）本プロジェクトでは PDM 改訂（主に活動レベルにおける具体性を確保するため、活動及び

指標をより明確化した）を、終了時評価の約 6 か月前（2002 年 4 月 4 日）に行っており、関係

者の間で具体的な到達目標に対する認識に差が生じた。プロジェクト終盤において具体的な

PDM 指標を再設定するのは、プロジェクト運営・監理上適切ではない。

PDM の指標はプロジェクトの計画段階で具体的に定めることが望ましいが、それが困難な

場合は、開始後に現状を踏まえたうえで遅くともプロジェクト期間の中間時点で実現可能な指

標を設定し、残りの期間の指標とするのが望ましい。

2）本プロジェクトは、フェーズ 1 協力の枠組みを引き継ぐ形で活動が実施されている。しかし

PDM はフェーズ 2 にてサブプロジェクトごとに設定されており、PDM 作成時点で全体の枠組

み、各 PDM の関係及び共通の目標との PDM 論理的な整合性について、十分に議論されたとは

言い難かった。そのため、総括プロジェクト目標と各サブプロジェクト目標の間に因果関係を

認めることは困難であり（各サブプロジェクト目標の達成によって総括プロジェクト目標が達

成されるよう設定されていなかった）、終了時評価において共通目標を総括 PDMe のプロジェ

クト目標に据えて 5 項目評価を行うことは困難であった。

複数の PDM を設定する場合は、プロジェクト計画時点で全体の枠組みや目標を明確にし、

各々のサブプロジェクトの PDM を設定することが必要である。加えて、PDM のロジック及び

指標の妥当性を確認するために、少なくともプロジェクトの中間段階で論理構成を含めた PDM

のチェックを JICA 内部で必ず行うべきである。

6 － 3　技術協力プロジェクトの実施における教訓

本評価作業を通じて調査団が得た、本件と同様の分野の協力案件に関係する一般的な教訓を以

下にまとめる。

1）サブプロジェクトA の調査研究活動の成果を図るためには、今回使用された定量的な指標（論

文や報告書の数等）のみでは適切に図ることが困難であった。そのため、論文や報告書の質を

確認する定性的な指標の設定も望まれる。

今後の同様の分野においては、学会誌等の掲載実績（ただし、学会誌の掲載基準には差があ

るので、学会誌ごとに実績レートを設定するなどの対応が必要である）や、その論文の他の論

文における引用実績等を、プロジェクトの指標として検討すべきである（ただし、そういった

指標を使用するには高度な専門性が必要であり、かつ確認作業が繁雑になり得るため、指標採

用の現実性を別に検討する必要があるであろう）。

2）情報管理やデータベース開発等は世界標準で行われており、インドネシアにおいても既に民

間技術者が育っている。サブプロジェクトB 及び C ではそれらの技術者を現地コンサルタント
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として雇用し成果をあげた実績がある。

今後の同様の分野においては、経費やアフターサービス等の継続発展性の確保のため、また

現地のサポート体制を確立し技術的自立発展性を高める意味において、現地コンサルタントを

積極的に有効活用すべきである。

3）本プロジェクトは無償資金協力によって供与された資機材を利用して活動が実施されたが、

相手国実施機関の当該機材に対するニーズが低くなったなどの理由で一部の機材が有効に活用

されなかった。

無償資金協力が前提となって行われる技術協力プロジェクトについては、計画段階からそれ

ぞれのスキームの関連性をもたせるよう関係者間で協議し、長期的な視野の下でお互いのプロ

ジェクトの有効性や効率性を高めるための機材が望まれる。例えば、無償資金協力で行われた

資機材の活用を技術協力により図るのであれば、技術協力プロジェクトの計画上で移転する技

術に必要なもののみを供与するよう、無償協力時に要請内容・協力内容の精査を行う必要があ

る。
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1．調査日程

月�

日

午前
9：00　JICA事務所打合せ（評価実施方針の確認）

10：15　日本国大使館表敬（評価実施方針の説明）
午後
12：30　KEHATI財団表敬
14：00　PKA表敬（評価方法の説明、調査方法の摺り合わせ）
15：30　LIPI本部表敬（評価方法の説明、調査方法の摺り合わせ）

移動（ジャカルタ→ボゴール）
18：00　団内打合せ�

火

出国（東京発→ジャカルタ着）

資料整理

JICA事務所打合せ
移動（ジャカルタ→チビノン）
専門家との打合せ

現地調査

出国（JAL725 東京発11：20→ジャカルタ着
1635）
19：30　夕食・団内打合せ

月

日

ボゴール�

ジャカルタ、
ボゴール（土居）

ボゴール

ボゴール

コンサルタント団員（評価分析）

10月21日�

火� 午前：（ボゴールにて）
合同評価団内打合せ（評価方法の説明、調査方法の摺り合わせ）
専門家との打合せ（評価方法の説明：全専門家）

午後：成果プレゼンテーション（C／PによるサブA～Ｅの計画達成度、自己評価
の発表）
専門家インタビュー（プロジェクト管理に関する評価：チーフアドバイザー、
調整員）�

ボゴール�10月22日�

水� 午前：（サブA、B、（E）に関する調査）
LIPI表敬・視察（機材利用状況・施設利用状況の確認）
現地調査（専門家、C／Pインタビュー：実績の再確認）

午後：（サブC、（E）に関する調査）
移動（チビノン→ボゴール）
LIPI-RDCB所長表敬
NCIC表敬・視察（機材利用状況・施設利用状況の確認）
現地調査（専門家、C／Pインタビュー：実績の再確認）�

ボゴール�10月23日�

木� 午前：調整中：BAPPENAS表敬（評価方法の説明、調査日程の調整、調査先の確定）
（サブD、（E）に関する調査）

PKAボゴール事務所視察
移動（ボゴール→カバンドンガン）
GHNP管理事務所表敬・視察（機材利用状況・施設利用状況の確認）
現地調査（専門家、C／Pインタビュー：実績の再確認）

移動（カバンドンガン→ボゴール）�

ボゴール�10月24日�

金� 午前：合同評価団内打合せ
収集情報の整理、分析、プロセス評価、実績評価の整理（評価5項目除く）

午後：合同評価（実務者レベル）の開催
移動（ボゴール→ジャカルタ）�

ジャカルタ�10月25日�

木� 午前：
9：00　JICA事務所報告（調査結果報告、今後の対応に係る意見交換）

10：30　日本国大使館報告（調査結果報告、今後の対応に係る意見交換）
午後：移動（JAL726 ジャカルタ発22：30→）�

機内泊�10月31日�

火� 午前：合同調整委員会（合同評価レポートの説明、プロジェクト終了までの懸案
事項の検討、終了後にかかる意見交換）

午後：ミニッツ案の作成、文書に係る先方との調整�

ジャカルタ�10月29日�

水� 午前：ミニッツ署名
午後：（協議予備）

レセプション（調査団主催ランチ：ジャカルタプレジデントホテル）�

ジャカルタ�10月30日�

月� 午前：評価結果の合意（実務者レベル）
午後：合同評価レポートの作成�

ジャカルタ�10月28日�

土� 団内打合せ・資料整理� ジャカルタ�10月26日�
日� 団内打合せ・資料整理� ジャカルタ�10月27日�

金� 帰国（→東京着7：25）�11月  1日�

ジャカルタ

宿　泊年月日 曜日 調査団本体

2002年10月  6日

10月20日�

10月8日～　　
10月19日�

10月  7日�
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2．主要面談者

（1）インドネシア側調査団メンバー

Dr. Arifin Rudiyanto／Leader（Senior Planner, Directorate of Science, Technology and

Culture, BAPPENAS)

Mr. Amor Rio Sasongko／Park Management（Head of Sub-Directorate for Water Resource

Conservation, Directorate for Forestry and Water Resource Conservation, BAPPENAS）

Ms. Sudhiani Pratiwi／Indonesian Biodiversity Strategy and Action Plan （IBSAP）（HeaD

of Natural Resource Management Division, Directorate for Environmental and Natural

Resource Management, BAPPENAS）

Dr. Rochadi A. Hadi／Research & Information System（Head of Planning and Finance

Bureau, LIPI）

Mr. Suparman Rais／Park Management and Information Management（Head for Division

of Evaluation Reporting and Finance Administration, PHKA,  Ministry of Forestry）

Dr. Ani Mardiastuti （Biodiversity Conservation Faculty of Forestry, Head of the Depart-

ment of Forest Resource Conservation, IPB）

（2）国家開発計画庁（BAPPENAS）

Ms. Leila Retna Komala（Deputy Chair for Human Resource and Culture）

Mr. Basuki Yusuf Iskandar（Director of Culture, Science and Technology）

Mr. Eddy Efendy Tedjakusuma（Director of Forestry and Water Resources）

Mr. Agus Prabowo（Director of Natural Resource Management and Environment）

Mr. Dedi Masykur（Deputy for Natural Resources and Environment）

（3）インドネシア科学院（LIPI）

Mr. Suparka（Vice Chairman）

Mr. Endang Sukara（Deputy Chairman for Life Sciences）

Mr. Arie Budiman（Head of Research Center for Biology）

Mr. Siti Nuramaliati Prijono（Head of Zoology Division, RDCB）

Mr. Achmad Jauhar Arief （Project Manager of Biodiversity Conservation Project）

Ms. Dewi M. Prawiradilaga （Division of Zoology, RDCB）

Dr. Irawati （Head of Botany Division, RDCB）
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（4）生物多様性情報センター（BIC）

Roemantyo （BIC Cordinator, Botany Division-RDCB/LIPI）

Bambang Hartoko（Database Specialist, Facilites Division-RDCB/LIPI）

（5）林業省自然保護総局（PHKA）

Mr. Imade Subadia Gelge（Director General, Forest Protection and Nature Conservation）

Mr. Kristanto （Secretary General, Forest Protection and Nature Conservation）

Mr. Widodo Sukohardi（Director of Area Conservation）

Mr.  Hard jono（Divis ion  of  Techin ica l  Coopera t ion ,  Beareu  of  Fore ign  Affa i r s  and

Investment）

（6）グヌン・ハリムン国立公園（GHNP）

Mr. Sudarmaji（Head of GHNP）

Mr. Rozaq（Staff,  GHNP）

Mr. Widada（Staff,  GHNP）

Mr. Kuswandono（Staff,  GHNP）

（7）自然環境保全情報センター（NCIC）

Mr. Agoes Sriyanto（Head of Conservation areas Development Division）

Mr. Asep Hermawan（Section Chief of Planning Conservation Area）

Mr. Dadang Suganda（Section Chief of Nature Conservation Information）

（8）Kehati 財団

Mr. Ismid Hadad（Managing Director）

Dr. Anida Haryatmo（Program Director）

（9）プロジェクト専門家

森　康二郎 チーフアドバイザー

堰免　直樹 業務調整

阪口　法明 希少種保護

小沢　晴司 国立公園計画・管理

小林　　浩 環境教育

岡山　俊直 自然環境調査・研究
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小野　　茂 情報処理（GIS ネットワーク）

（10）在インドネシア日本国大使館

神長　健夫 書記官

（11）国際協力事業団インドネシア事務所

神田　道夫 所　長

高城　元生 所　員

内藤　智之 所　員
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